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初年次の退学率減少につながる入学前教育 




































5. 教職協働の IR と大学教育の充実 ―まとめにかえて― 
 























































































































































  入学決定後、最初に集まってもらうのが 1 月に開催される集合セミナーであり、遠方の生徒や一
般入試・センター入試で入学する学生は対象外である。短大の場合は 4 月入学生の 90％程度は参加
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 2 回目の登校は 2 月のいずれかの土日である。東京から毎週 10 名強のキャリア・カウンセラーが
来学し、2 日で 1 名当たり 12 人程度の個別面談を実施している。週末毎に 12 人／名×11 名＝132
人ほどの生徒に対応し、1 人の生徒に対して約 45 分、メモを書く時間と休息を入れて 1 時間を想定
している。金曜の夜に松本に入り、12 時間強の集中力を要する労働なのでかなりのハードワークで
ある。これが 4 週間続くと約 530 名であるが、本学の入学定員は短大 200 名、4 大は 320 名の合計
520 名であり、毎年およそ 1.2 倍弱くらいの入学者数になっているので、約 620 名への対応が必要
になってくる。実際には、遠隔地の学生や 3 月に実施される入試での合格者もいるので、3 月にな








 生徒には、こんなに長い時間、自分 1 人のことを他人に考えてもらった経験がなかったと思われ、
概ね好評である。 
（3）プレ・オリエンテーション 
















2．3 入学式後の対応 －初年次教育と学生支援の体制整備－ 
（1）地域社会と大学教育 

































る「年度の退学率」と呼ぶことにする。例えば、ある年度 1,000 人の全学年の学生の内 12 名が退
学したとすれば、この「年度の退学率」は 1.2％ということになる。 
 それに対し、ある年度の 12 名の退学者が、1 年生から 4 年生まで平均的に 3 名ずつであったと




とすれば、その約 4 倍程度が「学年の退学率」ということになる。 
 近年は、アンケート調査などにおいても、入学者に占める退学者の割合、即ち「学年の退学率」
を示すように求められる場合が増えている。これだと年次を重ねる毎に退学者が増え、その学年の
退学率は上昇していくが、入学後 4 年を経過した時点での「学年の退学率」は上の計算に近い。 
（2）両退学率の関係 
 実際には、各学年毎に退学を希望する学生が一定の割合で出るとは限らず、本学の経験では 1 年
次にミスマッチを起こすことで他学年に比べて多いとか、4 年次になって卒業できないことが明確
になってしまった段階で保護者との話し合いで退学を決めてしまう、といったケースが多いと感じ
ている。したがって、「学年の退学率」＝a×「年度の退学率」としたときに、a は必ずしも 4 では
なく、現実には 4 より少し小さくなっている。 
 
3．2 入学前教育が与えた影響 －初年次における退学率の減少効果－ 
















 入学前教育を始めたのは、2006 年である。図 2 を見ると、その年を境にして、確かに初年次（入
学年度）の退学者数は劇的に減少している。ただし、ここで若干の注意が必要である。というのも、
本学は 2002 年 4 月に総合経営学部、総合経営学科定員 200 名の単科で発足した。その完成年度を
待って、2006 年 4 月からは総合経営学科に加え観光ホスピタリティ学科が増設された。両学科の
 初年次の退学率減少につながる入学前教育－教職協働による IRの成果－ 63
定員はともに 100 名とした。しかしこのとき総合経営学科の 1、2 年次生は進級する際に、新しく
できた観光ホスピタリティ学科の 2、3 年次生に転学科することを許していた。その際 2 つの学科
に半数ずつに分かれたわけではなく、もとの総合経営学科に残った学生の方が有意に多かった。約
200 名中 115 名と 85 名くらいの割合であった。また、2007 年 4 月に人間健康学部の 2 学科（各学
科定員 80 名）が開設されたのに伴い、総合経営学部の 2 つの学科共、入学定員を 80 名に揃えた。 
 このような変化を念頭に置いて図 2 を見ていただきたい。ここでは、年度ごとの退学者数の変遷
を開学当初から最近にまでわたって追跡・比較しようとしているので、総合経営学科だけを対象と
せざるを得なかった。総合経営学科の 1 年次生の入学者数が、2006 年度はそれまでの約 61％、2007
年度以降はそれまでの約 45％ということになるので、これから話題にする初年次の数も含め、退学























 図 3 は、入学年度学生別に、退学の理由の割合を算出したものである。学年に応じた理由の違い






































 こうした努力がどの様な結果をもたらしているのかを見たのが、図 4 のグラフである。全休学者
の内、どのくらいの割合が復学したかを示している。前期休学して 9 月下旬からの復学、あるいは
後期休学していて 4 月初めからの復学という 2 つのケースがある。本学の休学は半期を単位として
認められているからである。全休学者に占める復学者の割合を各期が始まる 4 月と 10 月時点で調
査しているが、復学相談日を設ける前の数値が約 11％であったのに対し、設けてからは各期毎に若
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